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弁護士　三崎高治
荒木・西畑法律事務所
第1　はじめに
割賦販売法は、昭和36年に、割賦販売に係る取引の健全な発達や消費者
の利益保護等を目的として制定されたものであり、その後、社会情勢の変化
に適合するよう数度の改正を経た法律である。なかでも、平成20年に成立
した「特定商取引に関する法律及び割賦販売法の一部を改正する法律」（平
成20年法律第74号）による改正（以下、「平成20年改正」という。）は、こ
れまでの改正に比べ、抜本的なものであった。
クレジット取引などの信用購入あっせんに代表される割賦販売は、現代の
消費生活に不可欠なものであり1、それを適正に制度化するとともに消費者保
護法としての役割も担うべき割賦販売法は、法分野としての重要性も増して
いると思われる。
近時、個品割賦購入あっせん（いわゆるカードを利用しないクレジット取
引。後述のとおり、平成20年改正により個別信用購入あっせんという呼称
に変更。）に関し、実務上も、理論上も、重要な意義を有する最高裁判決（最
判平成23年10月25日民集65巻7号3114頁）が出されたので、本稿で紹介す
ることとしたい。
1  社団法人日本クレジット協会の調査によれば、平成23年のショッピングクレジット（個
品・提携ローン）の信用供与額は、約4兆9550億円であり、平成23年3月末時点での
クレジットカード発行枚数は、3億2213万枚であるとされている（いずれも、社団法人
日本クレジット協会ホームページ（http://www.j-credit.or.jp）上の統計資料による。）。
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第2　判例紹介
1　事案の概要
（1）事実関係
本件の事実関係の概要は、次のとおりである。
①Xは、平成15年3月、電話で勧誘を受けて、同月29日にいわゆる信販
会社Zの加盟店Aの女性販売員と会い、同販売員に勧められて、同日、
Aとの間で、指輪等の宝飾品3点（以下、「本件商品」という。）を代金
合計157万5000円で購入した（以下、「本件売買契約」という。いわゆ
る「デート商法」である。）。
②上記①の売買契約の締結に至るまでの間、A社の販売員が長時間話し続
け、Xの手を握ったりするなどの思わせぶりな言動をしながら、宝飾品
の購入を勧め、その間に、上記販売員の仲間数人が集まってきて、威圧
的な態度で購入を迫るなどしたため、Xは帰宅を言い出すことができな
いまま、本件売買契約を締結するに至った。なお、本件商品については、
後日、複数の宝石・貴金属取扱店であわせて10万円程度であると査定
がされた。
③Xは、本件売買契約を締結した際、上記販売員が用意したZ宛てのクレ
ジット契約申込書にも署名し、Zに対し、ZがAに本件商品の代金を立
替払し、XがZに本件商品の代金額に分割払手数料を加えた218万9250
円を平成15年5月から平成20年4月まで60回に分割して支払う内容の
立替払契約（以下、「本件立替払契約」という。）の申込みをした。
④Zは、平成15年3月30日、Xに電話をして、本件立替払契約の申込みに
つき、その意思、内容等を確認した上、Xとの間で、本件立替払契約を
締結した。その際、Xは、Zに対し、本件売買契約や本件立替払契約の
締結につき、特に苦情を述べることはなかった。
⑤Xは、平成15年5月頃、Aから本件商品の引渡しを受け、本件立替払契
約に基づく割賦金として、平成15年5月から平成17年9月までに合計
106万0850円を支払った（以下、「本件既払金」という。）。
⑥Zは、平成16年5月頃、Yに対し、個品割賦購入あっせん事業を譲渡した。
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⑦Xは、平成17年10月以降、本件立替払契約に基づく割賦金を払ってお
らず、112万8400円が未払である（以下、「本件未払金」という。）。
（2）以上の事実関係の下、Xは、Zに対し、次の請求を求めた。
①本件売買契約が公序良俗に反し無効であることにより、本件立替払契約
も無効である、又は、消費者契約法上の取消権により本件立替払契約の
申込みの意思表示を取り消したとして、不当利得返還請求権に基づき本
件既払金の返還を求めるとともに、Zがその加盟店の行為について調査
する義務を怠ったことによりAの行為による被害が発生したとして、不
法行為に基づき本件既払金（と弁護士費用）相当額の損害賠償を求めた。
②他方、Yは、当事者参加して、Xに対し、本件立替契約に基づき本件未
払金の支払を求めた（これにより、Zは訴訟から脱退した。）。
（3）第1審（津地裁伊勢支部判決平成20.7.18）は、Xの請求を棄却し、Yの請 
  求を認容した。その理由は、概要、次のとおりである。
①本件売買契約締結の際、Aから、詐欺ないし脅迫まがいの行為がなされ
たものと認められるが、そのことから、直ちに、Xの主張するように本
件売買契約が公序良俗違反として無効になるものではない。
②仮に、Xが消費者契約法5条に基づく取消権の行使が可能だったとして
も、時効により消滅しているものと認められる。
③Xの主張するような本件売買契約および本件立替払契約の無効性は何
ら存在しない。
（4）これに対し、Xが控訴したところ、原審（名古屋高判平成21.2.19）は、原判 
  決を取消し、Xの請求を認容（但し、不法行為に基づく主張は排斥）し、Y 
  の請求を棄却した。その理由は、概要、次のとおりである。
①本件売買契約の公序良俗違反の有無
「一連の販売方法や契約内容（販売価格が本件宝飾品の市場価格に照
らして不均衡である。）等に鑑みると、本件売買契約は、控訴人の軽率、
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窮迫、無知等につけ込んで契約させ、女性販売員との交際が実現するよ
うな錯覚を抱かせ、契約の存続を図るという著しく不公正な方法による
取引であり、公序良俗に反して無効である」
「したがって、Xは、Yの本件クレジット契約に基づく未払金請求に
つき、割賦販売法30条の4第1項に基づき、本件売買契約が公序良俗違
反により無効であることをもって、その支払を拒むことができる。」
よって、Yの未払金請求には理由がない。
②本件売買契約の公序良俗無効と本件立替払契約の関係
本件の「背景事実、制度の仕組等を総合すると、本件売買契約の公序
良俗違反の無効により、売買代金返還債務が発生したところ、本件の事
情の下では、本件クレジット契約は目的を失って失効し、Xは、不当利
得返還請求権に基づき、既払金の返還をその支払の相手先である斡旋業
者（Zを承継したY）に対して求めることができるというべきであり、
これを斡旋業者側からいえば、斡旋業者は、この仕組みに具体的に一定
程度関わりを持っていたのであるから、それにもかかわらず、売買契約
の無効には無関係である・・・等として、既払金の返還請求を拒否する
ことは本件の事情の下では理由のないことである」。
「よって、Xは、Yに対し、既払金の返還請求をすることが可能である」。
③加盟店管理調査義務違反の有無
「クレジット契約自体は購入者と斡旋業者間の契約であるが、斡旋業
者が、販売業者の社会的に著しく不相当な販売行為を知り、あるいは容
易に知り得ながらも、漫然と与信を行い、その結果、購入者に対する被
害が発生・拡大したというような特別の場合には、販売業者の不法行為
を助長したものとして、不法行為責任を負う場合がある」。
しかし「Zが、本件クレジット契約締結までの間、・・・Aの社会的相
当性を逸脱した販売行為を知り、あるいは容易に知り得ながら漫然と与
信を行っていたということはできない。そうすると、・・・Xの不法行
為に関する主張は採用することはできない」。
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（5）これに対し、Yが上告した（Xは、不法行為の主張が排斥されたことに 
  対して上告しなかった。）。
2　判旨
最高裁は、次のとおり判断して、原判決中のXの請求に関するY敗訴部分
を破棄し、Xの控訴を棄却した。
①個品割賦購入あっせんは、法的には、別個の契約関係である購入者と割
賦購入あっせん業者（以下「あっせん業者」という。）との間の立替払契
約と、購入者と販売業者との間の売買契約を前提とするものであるから、
両契約が経済的、実質的に密接な関係にあることは否定し得ないとして
も、購入者が売買契約上生じている事由をもって当然にあっせん業者に
対抗することはできないというべきであり、割賦販売法30条の4第1項
の規定は、法が、購入者保護の観点から、購入者において売買契約上生
じている事由をあっせん業者に対抗し得ることを新たに認めたものにほ
かならない（最高裁昭和59年（オ）第1088号平成2年2月20日第三小法
廷判決・裁判集民事159号151頁参照。）
②そうすると、個品割賦購入あっせんにおいて、購入者と販売業者との間
の売買契約が公序良俗に反し無効とされる場合であっても、販売業者と
あっせん業者との関係、販売業者の立替払契約締結手続への関与の内容
及び程度、販売業者の公序良俗に反する行為についてのあっせん業者の
認識の有無及び程度等に照らし、販売業者による公序良俗に反する行為
の結果をあっせん業者に帰せしめ、売買契約と一体的に立替払契約につ
いてもその効力を否定することを信義則上相当とする特段の事情がある
ときでない限り、売買契約と別個の契約である購入者とあっせん業者と
の間の立替払契約が無効となる余地はないと解するのが相当である。
③これを本件についてみると、ⓐAは、Zの加盟店の一つにすぎず、Aと
Zとの間に、資本関係その他の密接な関係があることはうかがわれない。
ⓑそして、Zは、本件立替払契約の締結の手続を全てAに委ねていたわ
けではなく、自らXに本件立替払契約の申込みの意思、内容等を確認し
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て、本件立替払契約を締結している。ⓒまた、Yが本件立替払契約に基
づく割賦金の支払につき異議等を述べ出したのは、長期間にわたり約定
どおり割賦金の支払を続けた後になってからのことであり、Zは、本件
立替払契約の締結前に、本件販売業者の販売行為につき、他の購入者か
ら苦情の申出を受けたことや公的機関から問題とされたこともなかった
というのである。これらの事実によれば、上記特段の事情があるという
ことはできず、他に上記特段の事情に当たるような事実もうかがわれな
い。
④したがって、本件売買契約が公序良俗に反し無効であることにより、本
件立替払契約が無効になると解すべきものではなく、Xは、Zの承継人
であるYに対し、本件立替払契約の無効を理由として、本件既払金の返
還を求めることはできない。
第3　検討
1　本判決の意義
本判決は、個品割賦購入あっせんにおいて、購入者と販売業者との間の売
買契約が公序良俗に反し無効とされる場合であっても、売買契約と別個の契
約である購入者とクレジット業者との間の立替払契約は、原則として無効と
なる余地はないと判断するとともに、売買契約と一体的に立替払契約につい
てもその効力を否定することを信義則上相当とする特段の事情がある場合に
は例外的に無効となり得るとし、その特段の事情として考慮すべき要素を示
した。
後述のとおり、購入者と販売業者との間の売買契約の効力が否定される場
合、購入者は、クレジット業者からの未払金支払請求に対しては、割賦販売
法上の抗弁権の接続を認めた規定を根拠にこれを拒むことができるが、さら
に進んで、購入者がクレジット業者に対し既払金の返還を請求することがで
きるかについては、見解が分かれていた。
本判決は、上記問題につき、最高裁として初めて判断したもので、売買契
約と立替払契約との別個性を理由に、消費者からのクレジット業者に対する
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既払金返還請求を否定した点で重要な意義がある。
2　割賦購入あっせん
消費者が販売業者等から商品を購入等する際に、クレジット会社（信販会
社やクレジットカード会社）がその代金を立て替えて販売業者に支払い、後
で消費者からこれを回収する取引形態は、一般にクレジット取引などと呼ば
れている。
クレジット取引には、クレジット会社の与信が商品購入等の利用毎に個別
に行われるものと、消費者にあらかじめ一定の与信の枠を与え、その与信の
枠内で商品購入等が行われるものの2種類の形態がある。平成20年改正前割
賦販売法では、これらのクレジット取引を（クレジット業者側からみて）「割
賦購入あっせん」と総称し、前者を「個品方式の割賦購入あっせん（個品割
賦購入あっせん）」、後者を「総合方式・リボルビング方式の割賦購入あっせん」
と呼称しており、本件で行われた取引形態は、前者にあたる。
いずれの形態にせよ、消費者がクレジット取引を利用して買い物等をする
場合、①消費者と販売業者との間の売買契約、②消費者とクレジット会社と
の間のクレジット契約（与信契約ないし立替払契約）という、当事者や内容
等が異なる少なくとも2つの契約の成立を前提とするのが特徴的である。
なお、本件は、平成15年当時の取引が問題となった事案のため、平成20
年改正前の割賦販売法が適用されるが、平成20年改正によって、適用範囲
の拡大ないし規制強化に伴う用語等の変更がなされ、本件の取引形態は、「個
別信用購入あっせん」と呼ばれることとなった2。
　　
3　未払金の支払拒絶
（1）昭和59年改正
上記のように、クレジット取引の際に成立している2つの契約は、法的に
はそれぞれ全く別個の物と言わざるを得ないから、売買契約に無効・取消事
2  平成20年改正法では、クレジット契約を「個別信用購入あっせん関係受領契約」又は「包
括信用購入あっせん関係受領契約」と呼称している。
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由や債務の履行等に関する契約上の問題が存在したとしても、消費者は、そ
の売買契約の瑕疵や契約上の問題を理由にクレジット会社からの立替金支払
請求を直ちに拒むことはできないことになる。
しかし、これでは、消費者は商品の引き渡しがない場合等であってもクレ
ジット会社に立替金を支払い続けなければならず、上記の2つの契約が実質
的、経済的には極めて密接に関係していることからすると、消費者保護の観
点からは肯首し難い結果となってしまう。
実際、そのような事態が増加し、売買契約とクレジット契約の効力の関係
性や支払い拒否ができるかが裁判上の争点となり、下級審の判断が別れる事
態となったが、昭和59年の割賦販売法改正により、消費者が販売業者に対
抗できる売買契約上の抗弁を、クレジット会社に対しても主張することでク
レジット会社からの立替金支払請求を拒むことができる旨の規定が当時の割
賦販売法30条の4に設けられ3、一応の立法的解決が図られることとなった。
このような制度は、抗弁権の接続や支払停止の抗弁権などと呼ばれる。
（2）抗弁権の接続の効果
割賦販売法30条の4は、クレジット業者から支払請求を受けたときは、販
売業者に生じている事由をもって、当該支払請求をするクレジット業者に対
抗することができる旨を規定しており、その規定ぶりからも、抗弁権の接続
が認められた場合、消費者がクレジット業者からの未払金の支払請求を拒む
ことができることについては、異論はない。
立案担当者も、同条の「対抗」とは、クレジット業者からの支払請求を拒
む抗弁権的な作用を意味するものと理解している4。
4　既払金の返還
（1）抗弁権の接続の法的性質
3  平成20年改正法では、同趣旨の規定が、包括信用購入あっせんにつき割賦販売法30条
の4、個別信用購入あっせんにつき同35条の3の19に置かれている。
4  経済産業省商務情報政策局取引信用課編『平成20年版　割賦販売法の解説』（2009年・
日本クレジット協会）
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割賦販売法30条の4が新設された後も、同条の新設前に契約がなされた事
例などで抗弁権の接続が認められるかが問題となり、同条は、購入者にもとも
と帰属する権利を確認的に定めた規定にすぎないとする見解と消費者保護の
ため新たに法によって定めた創設的な規定であるとする見解の対立があった。
この問題につき、最判平成2年2月20日（本判決が引用したもの。以下「平
成2年最高裁判決」という。）は、「個品割賦購入あっせんは、法的には別個
の契約関係である購入者・あっせん業者間の立替払契約と購入者・販売業者
間の売買契約を前提とするものであるから、両契約が経済的、実質的に密接
な関係にあることは否定し得ないとしても、購入者が売買契約上生じている
事由をもって当然にあっせん業者に対抗することはできない」とし、「改正
後の割賦販売法30条の4第1項の規定は、法が、購入者保護の観点から、購
入者において売買契約上生じている事由をあっせん業者に対抗し得ることを
新たに認めたものにほかならない。」として、同条が創設的な規定であるこ
とを示した。そして、それを前提に「右改正前においては、購入者と販売業
者との間の売買契約が販売業者の商品引渡債務の不履行を原因として合意解
除された場合であっても、購入者とあっせん業者との間の立替払契約におい
て、かかる場合には購入者が右業者の履行請求を拒み得る旨の特別の合意が
あるとき、又はあっせん業者において販売業者の右不履行に至るべき事情を
知り若しくは知り得べきでありながら立替払を実施したなどの右不履行の結
果をあっせん業者に帰せしめるのを信義則上相当とする特段の事情があると
きでない限り、購入者が右合意解除をもってあっせん業者の履行請求を拒む
ことはできない」と結論付けた。
（2）その後の下級審裁判例
平成2年最高裁判決が、支払停止の抗弁権が創設的規定であると判断した
ことで、上記問題には決着がついたが、購入者側から既払金の返還請求が可
能かについては明らかとならず、支払停止の抗弁権の行使の結果、当該商品
に係る立替払金支払債務は消滅するのか、あるいは、既払金の返還請求が可
能かといった点については理論上の問題が残された。
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①東京地判平成5年9月27日（判例時報1496号103頁）
このようななか、消費者がクレジット業者に対し、割賦販売法30条の4
の支払停止の抗弁権を行使して、既払金の返還と未払金債務の不存在の確
認を請求した事案において、東京地判平成5年9月27日は、平成2年最高
裁判決を引用した上で、「割賦販売法30条の4は、・・・売買契約における
問題が解決されるまでの間、一時的に未払割賦金の支払を拒絶できること
としたものと解され（規定文言上もこのように解するのが最も自然であ
る。）、これを超えて、右抗弁権の行使により、実体的に、売買契約とは別
個の契約である立替払契約に基づく債権債務自体が消滅する、すなわち、
購入者の側から積極的に右抗弁権を行使して未払割賦金債務を消滅させた
り既払割賦金の返還を請求したりできるものと解することは困難である」
とし、既払金返還請求を否定するとともに、消費者がクレジット業者に対
して「支払拒絶できる状態にあるか否かはともかくとして」という留保を
付けた上で、未払金債務の存在を認めた。
②静岡地浜松支判平成17年7月11日（判例時報1915号88頁）
静岡地浜松支判平成17年7月11日も、東京地判平成5年9月27日と同様
の事例において、平成2年最高裁判決を引用して「別個独立の契約に生じ
た事情を他の契約で主張することはできないし、当然に牽連して他の契約
での成否に影響を及ぼすことにはならない」とし、売買契約が無効である
場合、立替払契約も当然無効になるという消費者側の主張を排斥した（但
し、事案としては、クレジット業者の加盟店調査管理義務違反があったと
して、クレジット業者の不法行為責任を認めており、興味深い。）。
③名古屋高判平成21年2月19日（本判決の原審）
これに対し、本判決の原審である名古屋高判平成21年2月19日は、前
述のとおり、購入者の既払金返還請求を認めた。裁判例の傾向からすれば、
非常に画期的な判断といえ5、「クレジット紛争の新たな解決可能性に光を
5  同判決は、必ずしも割賦販売法30条の4自体の解釈云々にとらわれず、具体的事実関
係や個品割賦購入あっせんの制度の仕組みそのものを根拠にクレジット契約が目的を
失って失効したと理屈付け、既払金の返還請求を肯定している。
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あてるもの」6として、消費者保護的観点からは、（理由付けはともかくと
して）好意的に評価されたようである。
（3）学説の状況
学説の状況は、本判決の原審の評釈に詳しく分析されている7。
割賦販売法30条の4を直接の根拠として既払金返還請求を認めることはで
きないという点では多くの学説が一致しているが、何らかの形で既払金返還
請求を認めようとする議論が有力に主張されており、議論は、①抗弁対抗の
議論（売買契約とクレジット契約の密接不可分論等）を既払金返還請求に結
び付けようとするアプローチ、②クレジット会社の加盟店に対する調査・監
督義務を根拠にするアプローチ、③売買契約の無効の効果をクレジット契約
にも及ぼそうとするアプローチの大きく3つのアプローチに分析できるよう
である。
（4）平成20年改正
裁判例や学説の集積がなされる一方で、訪問販売や電話勧誘販売の方法に
よる消費者被害の事例において個品割賦購入あっせんが決済手段として利用
されるケースが相変わらず多かったため、平成20年改正により、次の①か
ら③の場合には、クレジット契約（立替払契約）自体の効力を否定し、既払
金の返還請求をすることが可能となった8。
①通信販売以外の特定商取引類型の取引（訪問販売、電話勧誘販売、連鎖
　　販売、特定継続的役務提供及び業務提供誘引販売）の場合における立　
　　替払契約のクーリングオフ
②訪問販売の場合における過量販売を理由とする立替払契約の解除
③通信販売以外の上記特定商取引類型の取引の場合における不実告知等の
6  鹿野菜穂子「デート商法による売買の無効とクレジット会社に対する既払金の返還請
求」（金融・商事判例1336号158頁）
7  尾島茂樹「いわゆる「デート商法」による宝飾品の購入者が既払いの割賦金の返還を斡
旋業者に求めることができるとされた事例」（判例評論614号7頁・判例時報2066号
169頁）
8  平成20年改正法35条の3の10 ～ 16参照。
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　　不適切勧誘を理由とする立替払契約の取消し
もっとも、当然のことながら、上記はクレジット取引におけるすべての形
態を網羅しているわけではないため、既払金返還についての問題は依然とし
て残っている。
5　実務に与える影響
（1）消費者側
本判決により、消費者側が、少なくとも抗弁権の接続を根拠に、クレジッ
ト会社に対し既払金の請求を行うことは困難となったが、既払金に係る不当
利得返還請求を基礎づける事実の主張・立証ができれば、当然、返還請求が
可能であることは言うまでもない。
そして、訴訟になった場合には、本判決が示した「販売業者による公序良
俗に反する行為の結果をあっせん業者に帰せしめ、売買契約と一体的に立替
払契約についてもその効力を否定することを信義則上相当とする特段の事
情」を原告側で主張・立証することが標準的になっていくものと思われる。
もちろん、具体的にどのような事実があれば、特段の事情あり、と判断され
るかは今後の事案の集積を待たなければならないが、本判決が、特段の事情
があるということはできないと判断した一つの要素として、「Xが本件立替
払契約に基づく割賦金の支払につき異議等を述べ出したのは、長期間にわた
り約定どおり割賦金の支払を続けた後になってからのこと」であると指摘し
ている点は注意すべきである。消費者として望まない契約を締結してしまっ
たと感じた場合には、できるだけ早くアクションをおこし、自衛する必要が
あろう。
（2）クレジット会社側
クレジット会社としては、「特段の事情があるとはいえない」との反論を
用意する必要があるが、本判決が「本件あっせん業者は、本件立替払契約の
締結手続を全て本件販売業者に委ねていたわけではなく、自らXに本件立替
払契約の申込みの意思、内容等を確認して、本件立替払契約を締結している。」
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と指摘していることからすれば、売買契約との契約の個別性をきちんと意識
して、クレジット会社の責任でクレジット契約を締結しなければならないこ
とを改めて認識する必要がある。
また、「本件販売業者の販売行為につき、他の購入者からの苦情の申出を
受けたことや公的機関から問題とされこともなかった」という指摘からは、
販売業者の問題行為につき、クレジット会社が適切に対応しておくことの重
要性が感じられる。
この点、平成20年改正では、販売業者が個人の購入者との間で、特定商
取引法により規制されている訪問販売や電話勧誘販売当等の特定取引を行う
際は、個品割賦購入あっせん業者は、当該販売業者に係る消費者契約法や特
定商取引法に違反する事実の有無について調査することが必要となったた
め9、当該規定はもちろんのこと、他の規定も含め関係法令を適切に順守する
よう心掛けておく必要があると思われる。
ところで、クレジット会社としては、実際に本件のような既払金返還訴訟
を提起された場合、現実問題として、防御に困難が生じる地位におかれると
いうことに留意しておく必要がある。すなわち、クレジット会社が、販売業
者と親子会社であるなどの事情がない限り、クレジット会社にとって消費者
と販売業者との間の具体的なやりとりなど契約当時の具体的事実関係を把握
することは困難で、消費者から販売業者の担当者の言動等を主張立証されて
も、事実を知らないクレジット会社は、具体的で効果的な反論ができないと
いう事態に陥ることも想定される。販売業者と売買契約の有効性につき共闘
できれば良いが、消費者から公序良俗違反などを理由に訴訟提起されるよう
な販売業者が進んで協力してくれることはあまり期待できないように思われ
る10。
したがって、このような観点からも、クレジット会社としては、自らでき
る対策として、上記の法令遵守に留意することは大切である。
9  平成20年改正割賦販売法35条の3の5等
10 本件でも、Ｘは、販売業者に対し損害賠償を求めて別訴を提起したが、販売業者は出
頭せずにＸ勝訴の欠席判決となったようである。
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（3）不法行為について
本判決は、本件の事実関係の下では、「Zがその加盟店の行為について調
査する義務を怠ったとはいえない」として、Yの不法行為責任をあっさりと
否定した。
本件の結論としては賛成であるが、前述のように加盟店調査義務が平成
20年改正で規定され、加盟店調査ないし管理の方法も整備されてきた昨今
の状況を踏まえると11、今後、消費者としては、クレジット会社の不法行為
責任を追及し、既払金相当額の損害賠償を求めるという方法も十分あり得る
と考える。特に包括信用購入あっせんのケースにおいては、有用な場合があ
ると思われる。
すなわち、クレジットカード契約は、ある特定の売買契約のために締結さ
れることは一般的ではなく、言わば、行われるかどうかもわからない将来の
不特定多数の売買契約のために前もって締結されるものであるから、個品割
賦購入あっせんの場合よりもクレジットカード会社と販売業者との関係はか
なり希薄である12。したがって、売買契約とクレジットカード契約を一体と
みて効力を否定することは、個品割賦購入あっせんの場合よりも、いっそう
困難であり、通常はほぼ不可能であろう。そこで、包括信用購入あっせんの
場合には、信義則上一方の契約と一体的に他方の契約も無効とするというア
プローチをとるよりは、クレジットカード会社が直接責任を負わせるべき場
合とはどのような場合かを考える方が有用だと思われる。
（4）民法（債権法）改正について
ちなみに、債権法改正の検討委員会において「複数の法律行為の間に密接
な関連性がある場合において、一の法律行為が無効となり、当該法律行為が
11 認定割賦販売協会や加盟店情報交換制度が新設された（平成20年改正法35条の18、20
等）。
12 加えて、販売業者と直接加盟店契約を締結しているクレジットカード会社（いわゆるア
クワイアラー）であればまだしも、直接加盟店契約を締結しているわけではなく、国
際ブランドのビザやマスターカードを介すること等により当該販売店でカードを使用
されてしまったカード発行会社（いわゆるイシュアー）にとっては、当該販売業者との
結びつきはさらに弱いと言わざるを得ない。
139
研究ノー ト: 購入者と販売業者間の売買契約が無効である場合とクレジット契約の効力
無効であるとすれば、当事者がこれと密接に関連する他の法律行為をしな
かったであろうと合理的に考えられるときは、他の法律行為も無効である」
との条文の新設が提案されており13、本判決との関係も含め、今後どのよう
な見直しがなされるか、改正の動向が興味深い。当該規定が、契約当事者が
異なる場合にも広く妥当するものと言えるかについては疑問があり、債権法
検討委員会自身も指摘するように、無効となる事例が不相当に拡大すること
を防止するためには、より具体的な要件を定立することが必要であろう。
（5）公序良俗違反について
本判決を注意深く読むと、本判決は、本件売買契約が公序良俗に反し無効
であるとまでは断定していない。あくまで「無効とされる場合であっても」
という表現を用いている上、結論として本件立替払契約の効力を否定したも
のではないから、本件売買契約の無効について判断の必要がなかったものと
思われる。
いわゆる「デート商法」といえども、その具体的事実関係は様々であり、
どのような場合に民事上の効力が否定されるかを判断するのはそれ程簡単で
はない。本件は、第1審では公序良俗違反が否定され、原審では反対に肯定
されたケースであり、事実に対する評価や重視すべき要素が異なったものと
思われるが、実務上、しばしば問題となる公序良俗違反について検討する上
でも非常に参考になる事案だと思われる。
第4　おわりに
本判決が原判決を破棄し、クレジット業者に対する既払金の返還請求を否
定したことは、評価できる。平成2年最高裁判決からすれば、本判決が支払
停止の抗弁権をクレジット契約の効力を否定する根拠としなかったことは予
想し得るものであったが、本件事実関係の下で、売買契約の効力とクレジッ
ト契約の効力が別であるという原則論を維持し、クレジット契約が売買契約
13 民法（債権法）改正検討委員会編『詳解債権法改正の基本方針Ⅰ序論・総則』（2009年・
商事法務）347頁
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と一体となって無効となるような特段の事情があるとはいえないと判断した
ことは適切であった。クレジット契約は、確かに決済手段という面はあるも
のの、決済の必要がなくなると目的を失って失効すると考えるのはあまりに
一面的に過ぎず、クレジット契約の効力が否定されるのは、あくまでクレジッ
ト業者に何らかの責任がなければならないという方向性は、維持されるべき
である。
ただ、具体的にどのような場合に特段の事情があるといえるかについては
未だ不明確である。また、公序良俗違反とは別の事由で売買契約の効力が否
定される類型に本判決の射程がどう及ぶか等についても今後の事案の集積を
待つ必要がある。それとともに、今後は、包括信用購入あっせんのケースも
踏まえて、不法行為を根拠とした既払金相当額の支払請求がどのような場合
に可能となるかについても注目すべきと思われる。
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